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 パキスタンの 5 0 年間について「その最も顕著な成果は、恐らく、半世紀にわたっ
て生き延びた」ことにあるという最近の厳しい評価がある 2。冷戦が終結した今日、








 パ米関係を概観すると、大きく四つの時期に分けることができる。  
 第1 期は、1 9 5 4 年から始まる。パキスタンは、独立初期の段階では特段の同盟関




その後に続くパ米関係の始まりである。パキスタンは、1 9 5 5 年 9 月には、米国が後
押ししたバグダード条約（後の中央条約機構）にも加盟した。米国は、反共防衛組
織の一員となったパキスタンに対する主要な武器供給国となり、 1 9 5 4 年から 1 9 6 5









パキスタンは基本的にアメリカの指示どおり動いた」という 3。  
 しかし、米国は、1 9 6 5 年に第 2 次インド・パキスタン（以下、印パ）戦争が勃発
すると、南アジアの平和を促進するとの観点から武器援助を停止した。パキスタン
にとっては、同盟国・米国の重大な裏切りであった。第 2 期の始まりである。さら
に米国は、1 9 7 1 年の第 3 次印パ戦争に際しても、当時、インドに対するよりも遥か
にパキスタン側に「傾斜」していることを自認しながらも、援助の手を差し伸べな
かった。1 9 7 7 年には、その後の歴代政権に引き継がれる核拡散防止を外交基調に据
えカーター政権が登場、1 9 7 5 年に再開されていた限定的な対パ援助を秘密のウラン




 情勢が一変したのは 1 9 7 9 年 1 2 月のソ連のアフガン侵攻であった。第 3 期の開始
であり、第 1 期に続く 2 番目の蜜月時代でもある。パキスタンは米国からソ連の勢
力拡大を阻止する「前線国家」として位置付けられ、カーター政権からレーガン政
権へとバトンタッチされた 1 9 8 1 年には 5 年間で 3 2 億ドルにのぼるパ米の包括的軍
事経済援助協定が締結された。この協定は 1 9 8 6 年に更新され、援助総額も 4 0 億ド
ルに増額された。これらの協定により、パキスタンは、イスラエル、エジプトに次
ぐ米国からの被援助国となった。米国は、パキスタン建国以来、約 2 0 億ドルの供






 しかし、ブッシュ政権は、1 9 8 9 年にソ連がアフガン撤退すると、パキスタンの核






















 事実、米国の南アジアへの関心は、9 0 年代に入って高まりを見せている。この傾
向は、1 9 9 3 年に発足した第 1 期クリントン政権が直ちに「南アジア局」を創設した
ことに示されている。従来、南アジア地域は、東アジアに比較すれば、重要性が低
く、国務省の「極東アジア・南アジア局」で所掌されていた。第 2 期クリントン政
権は、南アジアに対する関心を強め、核実験で延期になった 1 9 9 8 年の印パ訪問を













 まずは核拡散防止である。クリントン大統領は 1 9 9 8 年 5 月のインド核実験を「 2 0




 パキスタンの核開発は、1 9 7 1 年の第 3 次印パ戦争における敗北と 1 9 7 4 年のイン
ド核実験をうけ、インドに対する平衡措置の一環として秘かに展開されたものであ
る。パキスタンは、 8 0 年代にはすでに核兵器開発能力を取得していたと言われる。
また、核運搬手段であるミサイル開発では、中国から短距離ミサイル「ハトフ」用、
北朝鮮から中距離ミサイル「ガウリ」用にそれぞれの技術導入をおこなった模様で





がパ米協議であり、1 9 9 8 年 6 月から 1 9 9 9 年 2 月まで印米協議とほぼ並行して開催
された。米国は、協議を通して、パキスタンの C T B T 加盟、核を使用させないため












 確かにパ米関係は核実験で冷却化し、印パ首脳会談の実施で持ち直したが、 5 月
初旬からのカールギル紛争でまたもや逆戻りした。この紛争では、印パのうちどち
らに紛争発生責任があるかが焦点だったが、ルービン国務省報道官が 5 月 2 8 日に
「インド領内の管理ライン間際で地歩を確保した侵入者に対して」インド軍の攻撃
がおこなわれていると述べ、主要国では米国が最初にパキスタン有責を明らかにし




















 米国は、パキスタンが 1 9 8 8 年以来、民主的な選挙プロセスに復帰したことを強
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く支持した。そもそも米国は、ソ連のアフガン撤退後、援助の継続理由を地政学的
価値から民主主義の支援という目的によって代替させようとしたが、1 9 9 0 年 8 月に
ブットー首相が解任されたため、援助の正当化が困難になって 1 0 月に援助を停止
したとの指摘もある 5。  
 その後、総選挙が 1 9 9 0 年、9 3 年、9 7 年と実施され、米国はこれらを高く評価し
ていた。しかし、 1 9 9 9 年 1 0 月の軍事クーデターは、米国の狙い、すなわち、パキ
スタンの民主化促進による印パ融和、両国間の信頼性醸成、後述するイスラームの







 クリントン大統領は、 1 0 月 1 5 日、パキスタンに対して民政移管を強く求めると
ともに、民主的に選出された政権がクーデターで倒された国への援助を禁止する国
内法に基づいて、パキスタンに新たな経済制裁を科する方針を明らかにした。ルー
ビン米国務省報道官は、ムシャッラフ参謀総長の 1 7 日の施政方針に対して「軍は
必要以上に政権に留まらないと約束した点を歓迎するが、民主的な文民移管への復
帰に向けた明確な日程が示されなかったことには失望した」と述べた。米国だけで





いた。クリントン大統領が 2 0 0 0 年最初の訪問国として印パを訪れ、軍事的緊張緩
和を目指すという、米国政府のシナリオを粉砕したからである。米欧の外交的慣習
では、軍事政権下の国への首脳訪問は政治的タブーである。目下のところ、大統領
は 2 0 0 0 年 3 月にインドだけを訪問予定という 6。パキスタンの軍事クーデターの翌
日、インドでは総選挙によりヴァジペイー新政権が誕生したことは歴史的皮肉であ
ろう。しかも、米国が民主化と並んで強調する人権問題についても、国務省が 1 9 9 9





 米国はシャリーフ政権が 1 9 9 1 年に開始した貿易自由化を含む経済再建計画を全
面的に支持した。しかし、他章で詳説されているように、パキスタン経済は危機的
である。その対外債務は約 3 2 0 億ドル、I M F 融資と債権国への返済繰延で凌ぎ、外
交筋が「輸血で保っている」と表現する経済状態である。経済成長率は核実験前の
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1 9 9 7－ 9 8 年期の 4 . 3％から 1 9 9 8－ 9 9 年期には 3 . 1％に落ち込み、株価指数も核実






いう状況にある 7。  
 
 
表  インド・パキスタン・中国の米対外貿易に占める比率  （％）  
 
  1993年 1997年 
パキスタン 輸出 0.17 0.18 
 輸入 0.15 0.17 
インド 輸出 0.6 0.52 
 輸入 0.78 0.84 
中国 輸出 1.88 1.87 
 輸入 5.43 7.18 
（出所） U S  D e p t . o f  C o m m e r c e ,  Statistical Abstract of the United States    








 すでに、 1 9 9 9 年 7 月 2 0 日、デイリィー国務省南アジア上席顧問は、「亜大陸に
おける米国の公平・均衡政策という時代は終わった」と述べ、南アジアにおけるイ
ンドの重要性を強調した。その後、シンガポールにおける A S E A N 地域フォーラム
年次会議に出席したジャスワント・シン外相とオルブライト国務長官は 7 月 2 5 日
に会談、ラホール・プロセスおよび非核問題前進の重要性を認めることで、相互に
受け入られる両国関係の「質的変化」を強化していくことに合意した。インドの T h e  
H i n d u 紙 8は、この会談記事に「印米関係のシフト」との見出しをつけた。アドヴァー
ニ内相は、7 月 2 6 日、カールギル紛争における米外交を印米関係史における転換点
と評した。  








し始めた 8 0 年代後半から徐々に変化の兆しを見せていた。管見の限りでは、最初













１． 中国  
 中国は 6 0 年代以降友好関係を維持してきた国であり、パキスタンにとって最も
有望な平衡措置国であろう。パキスタンは 1 9 5 0 年に中国を承認、非共産国として




に 7 0 年代以降、パ米中対印ソという国際関係図が成立した状況では、中国がイン
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